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ベネッセ―コーポレーション等の顧客企業は、コロナ対策の緊急事態宣言下
では、東京拠点トータルで出社率３0％以下におさえる方針を出しておりま
す。
顧客企業の社員が週に１，２度しか出社しない状況とフリーアドレス化の影
響は大きく、ベネッセビジネスメイトの基幹事業の執務室清掃、社内便等お
届け業務の減少に直結したため、昨年度は障がい者の新規雇用を抑制し、既
存社員の雇用維持のための業務確保にまずは注力しました。
新しい業務として事務系のアドミニ業務やデジタル化の開発業務を増やし、
基幹業務でも衛生管理、メール便通知サービスなどの新しい業務を生み出す
動きをおこしました。
組織や人への影響としては、事業や業務の変化やジョブチェンジの影響から、
モチベーションの低下や不調の社員も出ました。
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毎年行っている組織調査を経年比較で社員への影響をみてみますと、
働き甲斐や成長実感がやや低下しています。
事業や業務の変化の影響が現場の社員の不安感や負荷増大につながったり、
コロナ対策で集合研修やイベントなどが軒並み中止もしくはWEB開催になっ
たことで社内の一体感が弱くなったことの結果が数字に表れています。
なお、「これからも働き続けたい」はスコアが上がったのですが、これは社
会的な雇用不安を反映しているのではないか、と考えております。
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コロナ禍の業務・環境の影響とこれから起こるであろう環境変化に対して
弊社の事業や組織作りにどのように取り組み、新しい動きを起こしたのかを
この章でご紹介します
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まず、組織統合によって、お客様の新しい働き方をサポートできるよう組織
の仕組みを変えた事業の事例です。
コロナ前は、コピーセンター、アルバイトセンターそれぞれに別々に業務依
頼や相談を受けていましたが、コロナ禍では、在宅勤務のお客様からは、在
宅ではできない業務の相談や、コピーだけ、作業だけでなく必要な業務をま
とめて依頼したいという要望が顕在化しました。それに対応するため、各フ
ロアに窓口担当を設置してお客様の要望をまとめて受け、コピーセンターと
アルバイトセンターを統合したジョブサポートセンターに在籍する障がいの
ある社員と障害のないパートスタッフが業務難度に応じて分担して対応する
という形に改革しました。
但し、業務が複雑化して難易度が上昇する傾向にあり、障がいのある社員が
できる業務に変えていくための業務設計の負荷増大と、育成面の強化の必要
性が健在化してきており、人事課と部門が連携して対応を進めています。
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顧客企業の社員が在宅勤務と出社を組み合わせたハイブリッドの勤務体系に
なり、不規則な勤務で健康度が低下しているケースが出てきていることに着
目しました。弊社にはマッサージを提供しているヘルスキーパーが在籍して
おり、また来客対応のカフェサービスをコロナ前まで行っておりました。こ
れらの部署はコロナ禍でサービスを停止しておりましたが、これらのサービ
スのノウハウを軸に、社員が元気に働き続けられるための健康支援サービス
として何ができるかを研究し、食事・睡眠・身体回復を組み合わせた新サー
ビスを提案し、スタートさせています。なお、5月からスタートさせた「食
のサービス」は、基幹事業のメール課などからジョブチェンジした社員で、
カフェでの接客対応やフロアへのワゴン販売という新しい職域で力を発揮し
ています。
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顧客企業の新しい働き方への移行に伴うオフィス拠点集約により、清掃量が
減少しているクリーンサービス課は、飛沫感染防止パネルやタッチポイント
の除菌など新しいサービスを手掛けています。また、この11月からは「チャ
レンジドハウスキーピングシステム」という新たな仕組みを導入する予定に
しています。このシステムにより、重度の障がいや加齢による体力低下が
あっても一定の品質の業務ができるようになり、「長く、安心して働き続け
られる環境」が実現できるとともに、顧客に対しては「ホスピタルグレー
ド」の高い感染防止サービスを提供し、「清掃」から「衛生管理」にサービ
スレベルを引き上げることで、社員が成長感を感じ、自分たちの仕事に誇り
を持てるようなサービスに変革させていきたいと考えています。
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メールサービス課では、社内便やトラック便・郵便の個人配布業務が、フ
リーアドレス化、業務のデジタル化の急進によって減少しました。

しかし、新たに在宅勤務でも社内に届いた荷物を確認したいという新たな
ニーズが増加していることに着目し、「通知サービス」や「開封代行・PDF
送信」「転送サービス」に順次取り組んでいます。

新しい業務構築時には、お客様へのサービス向上はもちろんのこと、スキャ
ンやバーコードシステムなどを取り入れて、現在在籍している障がいのある
社員（知的・精神障がいのある社員）の特性を考慮して業務設計しています。
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シェアードサービス課では、顧客の業務効率化・自動化のためのシステム開
発、RPA開発、VBAマクロを組む仕事をしています。

また、すでに弊社で受託している業務の自動化にも取り組み、障がいのある
メンバーでもミスを恐れず仕事ができる環境をつくりだしています。

昨年4月の緊急事態宣言下で、障がいのある社員は自宅待機になったため各
種開発は一時中断せざるを得ない状況になりました。また、自宅待機の障が
いある社員や家族からは生活の乱れについての不安の声が寄せられました。

そこで、開発の再開と、生活にメリハリを取り戻すために、在宅勤務の導入
を決定しました。

導入への懸案は、社員の健康状態や業務進捗などの状況を把握しづらくなる
こと、在社時には不定形のコミュニケーションで成り立っていた業務の相談
や指示がしにくくなることでした。そのため、毎日Teamsを活用したオンラ
インの朝会を実施し体調・仕事環境に問題がないかを確認したり、ビデオ通
話で表情を見ながら疲れの具合をみて業務調整したり、チャットを活用して
お互いに声掛けするなど、ツール活用の工夫をしました。

在宅勤務が障がい特性にあっていたこともあって、在宅勤務で生産性がアッ
プし、また体調も良好です。
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前ページの在宅勤務へのチャレンジのメリットと課題を挙げていますのでご
一読ください。このページの情報は、ベネッセグループのサイトにインタ
ビュー記事として掲載されているものをまとめたものですので、よろしけれ
ば上部URLからご覧ください。
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WITHコロナでも障がい者が働きやすい環境作りとして、今年は「社内支援
体制」の強化に取り組んでいます。
指導員の育成強化としてスキルマップを導入して強みを伸ばし弱みを組織で
対策していくことと、
業務受託したときに１人ですべてを担当するのではなく、窓口、設計を分担
して担当すること
これらの取り組みで、指導員は業務に直結した指導支援を中心に行えるよう
にし、また定着支援も業務開始時点から障がいのある社員を支援できる体制、
関係性の中で業務受託できるようにしたいと考えています。
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障がい者が働きやすい環境作りのもうひとつは、家庭での生活も含め、個人
をトータルでの支援するための、支援機関との連携強化です。
コロナ禍では、業務変化に伴うジョブチェンジ、自宅待機や時短、在宅勤務
などの変化が起き、就業時間外の支援の必要性が増大しています。
会社からは、事業の状況やジョブチェンジ、コロナ感染予防の勤務体制など
変化はあらかじめお伝えするように心がけています。その変化を受けて、ご
本人の気持ちをいち早く把握し、必要に応じて迅速かつ的確に対応していた
だける支援機関との連携が大事だと考えています。生活部分ではご家庭、グ
ループホームの方々のご協力も不可欠です。支援機関の皆さまには、ご本人
の環境変化への不安や不調にアドバイスいただいたり、ご家族と連携してい
ただいています。
この体制は今後も大事にしていきたいと思っております。ご協力よろしくお
願いいたします。
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ベネッセグループでは、障がい者雇用は雇用率などのコンプライアンスや
CSRはもちろんのこと、コロナ禍でも、しっかり事業成長につながること、
SDGｓなどへの対応でブランド価値アップにつながっていくものだと考えて
おります。
そのもとでベネッセビジネスメイトの目指すことは、一人ひとりが自立し戦
力となること、社員がやりがいをもって長く働き続けられること、そして個
人と企業がともに成長できることです。コロナ禍で事業は大きな影響をうけ
ておりますが、会社の仕事・事業が変化し環境や生活が変化しても
障がい者個人の強み・弱み、特性に合わせた働き方がマッチングできている
状態を目指していくことに変わりはありません。
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